
　各区，各部自らが

　　目標設定型「事業仕分け」

　短期取り組み
　　（Ｈ２１から改革着手）

　中期的取り組み
　　（Ｈ２２から改革着手）

　長期的取り組み
　　（Ｈ２３から改革着手）

現場起点による新たな視点からの行政改革
　行政改革プラン２００５『具体的な取り組み項目』を検証するとと
もに，社会経済環境の変化に対応した新たな改革を実施

■　行政改革プラン２００５の項目を検証

（例）　公会計制度改革，アセットマネジメント改革，公益法人制度改革

　１７　入札・契約の適正化

　１８　地方公営企業の経営健全化

　５　電子自治体の推進

　６　市民意見の反映

　７　市民協働の推進

　８　行政の役割の明確化

　１０　指定管理者制度の活用

　１１　ＰＦＩ方式の活用

　１２　外郭団体の見直し

　１３　財政の健全化

　３　コンプライアンス体制の確立

　４　情報の積極的な開示・発信

　９　民間委託等の推進

　１４　補助金制度の健全な運用

　１５　定員の適正化

　１６　給与の適正化

次期プランの策定方針

社会経済環境や行財政環境の変化に対応した行政改革

■　新たな項目を追加

■　各部・各区「改革目標」

　各部，区単位で具体的な改革目標を設定し着実に実施

　市民生活の質向上に直結する業務へ行政資源を集中的に配分していくた
め，現場起点から全事務事業の見直しを進める。

■　経営資源配分の全体最適化に向けた「事業仕分け」の実施

　１　組織・機構の見直し

　２　人材の育成

次期行政改革プラン策定の全体概要
～短期集中型改革手法と現場力の重視～
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